
（平成２２年２月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛厚生年金 事案 526 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、農林漁業団体職員共済組合員として掛金を

農林漁業団体により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人の農林漁業団体職員共済組合における資格取得日を昭和 51 年６月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万 4,000円とすることが必要である。 

なお、農林漁業団体は、申立人に係る申立期間の掛金を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 51年６月１日から 52年６月１日まで 

    昭和 51 年４月１日からＡ組合（現在は、Ｂ組合）に採用され、平成 13

年４月末まで勤務していたが、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認

したところ、申立期間が未加入との回答を得た。申立期間の給料支払明細

書を持っており、当該期間において、給与から農林漁業団体職員共済組合

の掛金を控除されているので、申立期間について、同共済組合員として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給料支払明細書及びＢ組合から提出されたＡ組合の

賃金台帳により、申立人が申立期間において、同組合に継続して勤務し、昭

和 51 年６月から 52 年５月までの給与から農林漁業団体職員共済組合の掛金

が控除されていたことが確認できる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支

払明細書の掛金控除額から６万 4,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る掛金の農林漁業団体による納付義務の履行については、

Ｂ組合は、掛金を納付したか否かについては不明としているが、農林漁業団

体職員共済組合に、申立人が昭和 52 年６月１日に資格取得したとする組合員

資格取得届が保管されていることから、同共済組合は、申立人に係る 51 年６

月から 52 年５月までの掛金の納入の告知を行っておらず、農林漁業団体は、

申立期間に係る掛金を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 527 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年 10 月１日から 52 年６月１日までの

期間に係る農林漁業団体職員共済組合の掛金を農林漁業団体により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人の農林漁業団体職員共済

組合における資格取得日を昭和 51 年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を６万 8,000円とすることが必要である。 

なお、農林漁業団体は、申立人に係る当該期間の掛金を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月 16日から 52年６月１日まで 

    昭和 51 年８月 16 日からＡ組合（現在は、Ｂ組合）に採用され、現在ま

で勤務しているが、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、

申立期間が未加入との回答を得た。 

また、同じころに勤務していた同僚も当時の給料支払明細書から掛金が

控除されているにもかかわらず、年金の記録が無い。 

しかし、申立期間において、給与から農林漁業団体職員共済組合の掛金

を控除されていたと思うので、当該期間について、同共済組合員として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ組合から提出されたＡ組合の賃金台帳により、申立人が申立期間に同組

合に継続して勤務し、申立期間のうち昭和 51 年 10 月から 52 年５月までの

給与から農林漁業団体職員共済組合の掛金が控除されていたことが確認でき

る。 

   また、申立期間のうち昭和 51 年 10 月から 52 年５月までの標準報酬月額に

ついては、Ａ組合の賃金台帳の掛金控除額から６万 8,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人に係る掛金の農林漁業団体による納付義務の履行については、



                      

  

Ｂ組合は、掛金を納付したか否かについては不明としているが、農林漁業団

体職員共済組合に、申立人が昭和 52 年６月１日に資格取得したとする組合員

資格取得届が保管されていることから、同共済組合は、申立人に係る 51 年６

月から 52 年５月までの掛金の納入の告知を行っておらず、農林漁業団体は、

申立期間に係る掛金を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 51年８月 16日から同年 10月１日までについ

ては、Ｂ組合から提出されたＡ組合の賃金台帳により、同年８月及び同年９

月の給与から農林漁業団体職員共済組合の掛金が控除されていないことが確

認できる。 

   このほか、申立人の当該期間における農林漁業団体職員共済組合の掛金控

除について確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が農林漁業団体職員共済組合員として、当該期間に係る掛金を農林漁業

団体により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

愛媛国民年金 事案 516  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 51年４月から 61年３月まで 

申立期間当時、父親が、「将来の年金額が少なくなるから、20 歳になっ

た学生のときからの国民年金保険料を納付した。」と言っていたのを憶え

ている。 

父親が、私の国民年金の加入手続を行い、保険料を銀行で納付してくれ

ていたはずなので、申立期間について未納であることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立人の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は申立期間に係る国民年金

の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付した

とする父親も既に死亡しており、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等

が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 59 年５月 17 日に払い出され

ており、申立人はこのころに国民年金に加入したと推認されるが、この時点

では、申立期間の一部（昭和 51 年４月から 57 年３月まで）は、時効により

国民年金保険料を納付することができない期間であったと考えられ、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

愛媛国民年金 事案 517  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年９月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年９月から 57年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、居住していた市から送られて来た納付書

を区役所に持参し、窓口で納付していた憶えがあるので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、申立人は、申立期間直前まで加入していた厚生年金保険

から国民年金への切替手続や納付したとする保険料額等についての記憶が明

確ではなく、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人が居住していた市が保管する国民年金収滞納一覧表によると、

同市が申立人の国民年金被保険者資格再取得に係る異動処理を行い、納付書

を発行したのは、昭和 57 年 12 月とされており、申立人はこのころに同市に

おいて国民年金の加入手続を行ったと推認され、この時点では申立期間の一

部（昭和 54 年９月から 55 年９月まで）は時効により保険料を納付できない

期間であったと考えられ、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

愛媛国民年金 事案 518 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年３月から５年 10 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年３月から５年 10月まで 

    平成７年 12月に市役所の年金窓口に現金約 70万円を持参し、未納とな

っていた国民年金保険料をすべて納付した。 

   後から国民年金保険料は２年分しかさかのぼって納付できないことを聞

いたが、間違いなく、20歳になった平成２年＊月までさかのぼって保険料

を納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成

７年 12 月ころに払い出されており、申立人は、このころに国民年金に加入し

たと推認されるが、この時点では、申立期間は時効により保険料を納付でき

ない期間である。 

また、オンライン記録によると、申立人は、平成７年 12 月に、申立期間直

後の５年 11 月から７年３月までの国民年金保険料を過年度納付により、同年

４月から８年３月までの保険料を現年度納付により、併せて 32万 6,100円を

納付しており、国民年金の加入手続を行った時点において、納付することが

可能であった期間の保険料をすべて納付したと考えるのが自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。  

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 528 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 36年５月１日から 37年４月１日まで 

             ② 昭和 37年４月１日から 39年４月１日まで 

    申立期間①においてはＡ社に、申立期間②においてはＢ社に勤務してい

たので、それぞれの期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人がＡ社に勤務していたことは、申立人が記

憶している同僚が同事業所において厚生年金保険に加入していることが確

認できることから、期間は特定できないものの、推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 42 年５月 25 日に厚生年金保険の適用事業

所に該当しなくなっており、当時の資料は無く、当時の事務担当者は所在

不明であり、申立人が記憶している上司から聴取しても、申立人が厚生年

金保険に加入していたことに関する証言を得ることができず、連絡の取れ

た同僚２人は、申立人について明確な記憶が無い。 

  また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の中に申立人の氏

名の記載は無く、健康保険被保険者番号に欠番も無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

２ 申立期間②について、申立人がＢ社に勤務していたことは、申立人が記

憶している同僚が同事業所において厚生年金保険に加入していることが確

認できることから、期間は特定できないものの、推認できる。 

  しかしながら、Ｂ社は、昭和 40年 10 月 31日に厚生年金保険の適用事業

所に該当しなくなっている上、申立人が記憶している上司から聴取しても、

申立人が厚生年金保険に加入していたことに関する証言を得ることができ



                      

  

ず、同僚３人のうち１人は、「申立人は知っているが、勤務していた時期

は分からない。厚生年金保険に加入していたかも不明である。」とし、ほ

かの２人は、「申立人について、明確な記憶は無い。」と証言しており、

ほかに連絡の取れた同僚５人は、申立人についての記憶が無い。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の中に申立人の氏

名の記載は無く、健康保険被保険者番号に欠番も無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 529 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につい

ては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 15年 12月１日から 16年 12月 29日まで  

Ａ社の代表取締役として勤務していた申立期間に係る標準報酬月額が、

さかのぼって減額訂正処理されているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、平成 16 年 12月 29日に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、その後の 17 年２月９日付けで、申立人

の厚生年金保険の標準報酬月額が、15年 12 月から 16年６月までの期間は 62

万円から 14万 2,000 円に、同年７月から同年 11月までの期間は 62万円から

30万円に、それぞれ遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社の履歴事項全部証明書によると、申立人は、平成 17 年

２月９日の標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理日において、同社の代表取締役であ

ったことが確認できる。 

また、申立人は、「会社が厚生年金保険料を滞納していたかどうか知らな

い。自身の標準報酬月額の減額訂正についても知らなかった。」と述べてい

るところ、申立期間当時、Ａ社の取締役である申立人の妻は、「社会保険の

資格喪失やそれに伴う手続などのために、夫と二人で何度か社会保険事務所

に出向いた。」と証言している上、同社から社会保険事務所（当時）に提出

された健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届には、申立人が管理保

管していたと考えられる同社の代表者印が押されていることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、Ａ社が社会保険関係の届出を代行していたとする

社会保険労務士は、同社に係る資料が無く詳細は不明であるとしているとこ

ろ、同社から社会保険事務所に提出された当該変更届には、社会保険労務士

の提出代行者印欄に同社会保険労務士の印が押されておらず、当該変更届の

手続に同社会保険労務士が関与していないことがうかがわれる。 



                      

  

   これらのことから、Ａ社の代表取締役であった申立人が関与せずに社会保

険事務所において標準報酬月額の減額訂正が行われたとは考え難く、申立人

は、自らの標準報酬月額の減額に同意していたものと考えるのが自然である。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、代表取締役として自らの

標準報酬月額の減額処理に同意しながら、当該減額処理が有効なものではな

いと主張することは信義則上許されず、申立期間について、厚生年金保険の

標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月 27日から 43年７月 20日まで 

    Ａ事業所における厚生年金保険の加入記録が昭和 42 年６月２日から同年

７月 27 日までとされているが、同事業所には、運転手として１年以上勤務

していたと思うので、その期間については厚生年金保険に加入していたは

ずである。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ事業所に運転手として１年以上勤務していたと主張している

ところ、オンライン記録によると、申立人は、同事業所において、昭和 42 年

６月２日から同年７月 27 日まで厚生年金保険に加入していることが確認でき、

この記録は、雇用保険の加入記録と一致する上、同事業所から提出された申

立人の「退職届」により、申立人が昭和 42 年７月 27 日付けで同事業所に対

し退職の届出を行ったことが確認できる。 

   また、申立人がＡ事業所で一緒に勤務していたと記憶している同僚１人は、

「申立人は、勤務していた時期は分からないが、長くは勤務していなかっ

た。」と述べている上、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

により、申立期間当時、同事業所に勤務していたことが確認できる従業員の

中で連絡の取れた 13 人（前述の申立人が記憶する同僚を除く。）のうち 12

人は、申立人について記憶しておらず、残りの１人は、「申立人はトラック

の運転手であった。勤務時期は分からないが、勤務期間は短かった。」と述

べており、申立人が申立期間において同事業所に勤務し、厚生年金保険に加

入していたことについて、証言を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


